
 

第 4回  議員定数等議会改革推進特別委員会 

                          日時：令和 2年 1月 21日(火) 

14時 30分 ～  時  分 

                          場所：第 4委員会室 

                    

【出席者】 牛尾委員長、西川副委員長、沖田委員、小川委員、笹田委員、佐々木委員 

 西田委員、西村委員  

【議長・委員外議員】 

【事務局】 古森局長、篠原書記、新開係長 

 

 

議  題 

1 会派代表質問のあり方について 

（1）「会派代表による一般質問」実施要領（案）について         資料 1 

 

                   

 （2）その他 

 

2 議員定数等について                  

（1）面積 600㎢～750㎢の団体における議員定数等について        資料 2 

 

（2）定数 24人の団体の状況について                   資料 3 

  

 （3）最近議員定数を改正した団体の状況について             資料 4 

 

 （4）今後のスケジュール（案）について                 資料 5 

 

 （5）その他 

 

 

 3 その他 

 （1）平成 24年 8月実施の「浜田市議会議員の議員定数等に関するアンケート調査実施

報告書」の配布 

 

 

 

 

 

○次回開催    月   日（ ）   時   分  第 4委員会室 



資料 1 

        1/1 

「会派代表による一般質問」実施要領（案） 

平成19年12月20日議会運営委員会決定    平成 20 年 9 月 19 日議会運営委員会改正 

平成 21 年 12 月 16 日議会運営委員会改正 平成 24 年 1 月 23 日議会運営委員会改正 

平成 25 年 2 月 6 日議会運営委員会改正 平成25年12月18日議会運営委員会改正 

平成27年12月14日議会運営委員会改正    平成29年2月16日議会運営委員会改正 

平成30年2月14日議会運営委員会改正    平成31年1月29日議会運営委員会改正 

令和2年1月22日議会運営委員会改正 

１． 導入目的 

会派制を導入している浜田市議会が、本市における行政全般の政策上の問題について、会派の独自
の調査・研究をもとに代表者が市長その他の行政委員会に基本的方針を大局的見地から質問すること
により、当市の政策課題を明らかにするとともに、個人一般質問の論点の精査及び議論の活性化を図
り、もって議会運営の円滑化と市民の市政運営に対する関心と理解を深めることを目的とする。名称
は「会派代表質問」とする 

２． 名称及び導入時期 

名称は「会派代表質問」とし、実施時期は、市長が施政方針表明を行う定例会のみにおいて実施す

ることとし、平成２０年３月定例会から導入する。 

３． 実施の方法 

項 目 内  容 

①実施日程 
施政方針表明の後、個人一般質問を行う前に実施する。 
当面１日間で実施することとする。 

②質問の内容 
市長の施政方針及びその他の行政委員会に対する基本的な方針、方向性について会 
の意思統一を図ったものを原則として質問することとする。 

③対象会派 議長に届け出た会派のうち、２人以上の会派を対象とする。 

④質問の通告 
質問項目の重複を調整するため、個人一般質問の通告期限の２日前の11時までに仮

通告をすることとする。会派代表者会議で調整し本通告は、個人一般質問の通告期限と
同様とする。通告書は、所定の様式により質問の項目、要旨及び質問者名を記入し、会
派代表者が議長に提出することとする。施政方針表明の原稿は、議会運営委員会の概ね
１週間前に議員に配付とする。 
質問者は、一つの会派から複数選出を可能とし、人数制限は行わない。記入項目は、

大・中項目（題名）、小項目（要旨）とする。 

⑤質問時間・方法 
質問は、持ち時間制とし答弁を含まないこととする。 
持ち時間は、２人会派３０分、４人会派４０分、６人会派５０分、８人会派６０分と

する。質問順は、会派の人数の多い順とし、同一人数の場合は抽選とし、一会派で複数
質問者がいる場合は、当該会派が順番を定める。最初の質問は、演壇において一括質問

とし、再質問は、質問席において一括して行うこととする。 

⑥答弁の方法 
市長の最初の答弁は演壇において行うこととし、再質問に対する市長の答弁及びそ

の他の行政委員会代表者の答弁は自席とする。 

⑦個人一般質問 
会派代表質問を行う者は、個人一般質問の通告を行わないこととする。 
なお、個人一般質問の通告を行う者は、所属の会派代表質問と重複しない質問内容で

なければならない。ただし、基本的方針について会派代表質問を行い、具体的内容につ
いて個人一般質問を行う場合は可能とする。その場合、代表質問と違う意見を持って個
人一般質問を行うことがないよう留意すること。 

 



抽出範囲：近畿の一部・四国・中国・九州の一部

面積600㎢～750㎢の団体における議員定数等について

自治体名
2015面積
（㎢）

議員定数
(人)

H30.12.31人口
(人)

2015年基準 H30.12.31基準 H30.12.31基準

滋賀県 長浜市 681.02           26 118,498

滋賀県 高島市 693.05           18 48,963

京都府 南丹市 616.40           22 31,981

兵庫県 豊岡市 697.55           24 82,043

兵庫県 宍粟市 658.54           16 38,012

島根県 出雲市 624.36           32 175,227

島根県 益田市 733.19           22 46,871

島根県 浜田市 690.68           24 54,328

広島県 東広島市 635.16           30 187,718

山口県 下関市 715.89           34 263,573

山口県 萩市 698.31           20 47,625

山口県 周南市 656.29           30 143,827

徳島県 三好市 721.42           22 26,235

高知県 四万十市 632.29           20 34,002

長崎県 対馬市 708.63           19 31,010

熊本県 八代市 681.36           28 128,001

熊本県 天草市 683.78           26 81,177

大分県 日田市 666.03           22 65,834

大分県 豊後大野市 603.14           18 22,809

資料 2

■参考：内閣府_経済・字阿世と暮らしの指標「見える化」データベース
http://wwwb.cao.go.jp/ittaikaikaku/mieruka/mieruka.php



抽出：近畿の一部・中国・四国・九州一部

定数24人の団体の状況について

都道府県 市区名 人口（人） 面積（㎢）
2018 年12 月 31 日

現在の議員定数（人）
定数条例等の
適用年月

大阪府 和泉市 186,060 84.98 24 2008 年 9 月

京都府 亀岡市 89,093 224.80 24 2015 年 1 月

京都府 長岡京市 81,252 19.17 24 2013 年 10 月

滋賀県 彦根市 113,171 196.87 24 2011 年 4 月

滋賀県 近江八幡市 82,174 177.45 24 2011 年 4 月

滋賀県 草津市 133,975 67.82 24 1959 年 9 月

滋賀県 甲賀市 90,977 481.62 24 2017 年 10 月

兵庫県 豊岡市 82,043 697.55 24 2013 年 10 月

奈良県 橿原市 122,242 39.56 24 2013 年 2 月

奈良県 生駒市 120,132 53.15 24 2003 年 4 月

島根県 浜田市 54,328 690.68 24 2013 年 10 月

岡山県 真庭市 45,676 828.53 24 2013 年 4 月

広島県 三次市 53,265 778.14 24 2016 年 4 月

愛媛県 宇和島市 75,827 468.19 24 2017 年 8 月

佐賀県 伊万里市 55,083 255.25 24 2007 年 4 月

大分県 宇佐市 56,467 439.05 24 2015 年 4 月

資料 3

■参考：市議会議員定数に関する
調査結果（平成30年12月31日現在）令和元年 7 月　全国市議会議長会
file:///C:/Users/124103/Desktop/teisu_zenkokushigikaigichoukai2018.pdf



抽出範囲：近畿の一部・四国・中国・九州一部

最近議員定数を改正した団体の状況について

都道府県 市区名
人口
（人）

改正前の
定数
（人）

2018年12月31日
現在の議員定数
（人）

定数条例等の適用年月

京都府 舞鶴市 82,827 28 26 2018 年 11 月

京都府 宮津市 18,030 16 14 2018 年 6 月

兵庫県 高砂市 91,159 21 19 2018 年 9 月

岡山県 浅口市 34,498 18 16 2018 年 4 月

山口県 岩国市 135,308 32 30 2018 年 10 月

山口県 萩市 47,625 26 20 2018 年 4 月

徳島県 美馬市 29,432 20 18 2018 年 4 月

高知県 須崎市 22,026 16 15 2018 年 11 月

高知県 香南市 33,368 20 19 2018 年 4 月

福岡県 宮若市 28,145 18 17 2018 年 3 月

福岡県 うきは市 29,763 15 14 2018 年 4 月

福岡県 柳川市 66,432 22 21 2018 年 9 月

福岡県 糸島市 100,527 22 20 2018 年 2 月

佐賀県 嬉野市 26,288 18 16 2018 年 1 月

佐賀県 小城市 45,405 22 20 2018 年 2 月

長崎県 松浦市 22,986 18 17 2018 年 2 月

長崎県 南島原市 46,131 21 19 2018 年 6 月

資料 4

■参考：市議会議員定数に関する
調査結果（平成30年12月31日現在）令和元年7月　全国市議会議長会
file:///C:/124103/Desktop/teisu_zenkokushigikaigichoukai2018.pdf



資料 5 

 

今後のスケージュール（案）について 

日程 会議 内容 備考 

1 月 1 月 21日（火）14：30 

第 4回特別委員会開催 

・議員定数に関する調査 

面積（600～750 ㎢）、定数（24）で比較した一覧表を参考に

提示 

・議会改革の推進に向けた取組 

会派代表質問における質問内容の会派間調整 

（今後、1

～2 回/月

くらいのペ

ー ス で 開

催） 

2 月 第 5回特別委員会開催 

第 6回特別委員会開催 

・議員定数に関する調査 

定数のあり方の視点・方向性を議論 

・議会改革の推進に向けた取組 

政務活動費の使途について 

 

3 月 第 7回特別委員会開催 

第 8回特別委員会開催 

・議員定数に関する調査 

各会派の定数案を提示・意見交換 

・議会改革の推進に向けた取組 

政務活動費の使途について 

 

4 月 第 9回特別委員会開催 先進地視察（議会改革度上位自治体、議員定数も参考に）  

5 月 第10回特別委員会開催 

第11回特別委員会開催 

・議員定数に関する調査 

議会報告会において、議員定数について市民に意見聴取 

市民アンケート又は近隣市議会との意見交換会の実施 
各会派の定数案を絞り込み協議 

・議会改革の推進に向けた取組 

 引継ぎ項目の中等から検討項目を抽出し協議 

 

6 月 第12回特別委員会開催 

第13回特別委員会開催 

・議員定数に関する調査 

6月定例会議において中間報告（令和元年 12月定例会議以降

の検討結果を報告） 

・議会改革の推進に向けた取組 

引継ぎ項目の中等から検討項目を抽出し協議 

中間報告内

容を協議 

7 月 第14回特別委員会開催 

第15回特別委員会開催 

・議員定数に関する調査 

委員会としての定数案の一本化に向け協議 

・議会改革の推進に向けた取組 

引継ぎ項目の中等から検討項目を抽出し協議 

 

8月 第16回特別委員会開催 

第17回特別委員会開催 

・議員定数に関する調査 

委員会としての定数案の一本化 

・議会改革の推進に向けた取組 

引継ぎ項目の中等から検討項目を抽出し協議 

 

9月 第18回特別委員会開催 
・議員定数に関する調査 

9月定例会議において中間報告（令和 2 年 6月定例会議以降

の検討結果を報告） 

・議会改革の推進に向けた取組 

引継ぎ項目の中等から検討項目を抽出し協議 

委員会とし

て定数案を

提案 

 


